
 

 

平 成 ２ ２ 年 ６ 月 ２ ５ 日 

中 部 経 済 産 業 局          

 
 

平成２２年度 地域イノベーション創出研究開発事業の 

採択プロジェクトについて 
 

経済産業省では、地域の新産業・新事業を創出し、地域経済の活性化を図

るため、地域における産学官の研究開発リソースの最適な組み合わせである

研究体を組織し、実用化技術の研究開発を行う提案公募型の研究開発事業を

実施しています。 

平成２２年度予算（予算額：３４.４億円）において、新規採択に係る公募

を行ったところ、当局管内では２８件（全国２３７件）の応募がありました。

 この応募について、書面・ヒアリング等による厳正な審査を行い、当局管

内では６件（全国４５件）の採択を決定しました。 

 採択のプロジェクト及び事業の概要は、別添資料のとおりです。 

 

 

 

記 

 

事業名： 地域イノベーション創出研究開発事業 （委託費） 

［一般型、地域資源活用型］ 

 

① 一般型 

        管内応募１３件、採択２件(全国応募１１４件、採択１２件)  

② 地域資源活用型 

  管内応募１５件、採択４件(全国応募１２３件、採択３３件)       

   

 

           

                                                         

                                                                    

 （お問い合わせ先） 

中部経済産業局 地域経済部 産業技術課 

  担当：鈴木、伊藤 

電話：０５２－９５１－２７７４(直通)   ＦＡＸ：０５２－９５０－１７６４ 



番号 テーマ名 管理法人
プロジェクト

マネージャー
所属 研究体

1

遺伝子組換えワク

チン作製プラット

ホーム技術の研究

開発

財団法人

三重県産

業支援セ

ンター

福村　正之

バイオコ

モ株式会

社

財団法人三重県産業支援センター、バ

イオコモ株式会社、国立大学法人三重

大学、独立行政法人医薬基盤研究所

2

大型・厚板ＣＦＲＰ部

材の革新的簡易Ｒ

ＴＭ成形技術の研

究開発

財団法人

岐阜県産

業経済振

興セン

ター

関戸　俊英
東レ株式

会社

財団法人岐阜県産業経済振興セン

ター、東レ株式会社、中部ティーイー

ケィ株式会社、株式会社ハイビックス、

学校法人金沢工業大学

平成２２年度　中部経済産業局管内

　地域イノベーション創出研究開発事業（一般型）　採択プロジェクト（２件）

【別添１】



番号 テーマ名 管理法人
プロジェクト

マネージャー
所属 研究体

1

微粉末性医薬品成

分に対応したパック

フィルム製剤の開

発

財団法人

岐阜県研

究開発財

団

西村　美佐夫
株式会社

ツキオカ

財団法人岐阜県研究開発財団、株式

会社龍角散、株式会社ツキオカ、岐阜

薬科大学

2

遺伝子組換え酵母

菌体を用いた医薬

品代謝物の高効率

量産技術開発

財団法人

富山県新

世紀産業

機構

長　敏夫

神戸天然

物化学株

式会社

財団法人富山県新世紀産業機構、神

戸天然物化学株式会社、富山県立大

学、株式会社廣貫堂

3

マルチモーダルセ

ンサによる施設園

芸生産安定支援シ

ステムの開発

株式会社

豊橋キャ

ンパスイノ

ベーション

伊藤  隆一郎

日本オペ

レーター

株式会社

株式会社豊橋キャンパスイノベーショ

ン、日本オペレーター株式会社、株式

会社ファルコン、国立大学法人豊橋技

術科学大学、愛知県農業総合試験場

4

可視光通信による

視覚障碍者向け情

報灯台システムの

研究開発

財団法人

名古屋産

業科学研

究所

大照　洋一

日本電気

通信シス

テム株式

会社

財団法人名古屋産業科学研究所、国

立大学法人名古屋大学、日本電気通

信システム株式会社、株式会社グリー

ンユーティリティー、社会福祉法人名古

屋ライトハウス

平成２２年度　中部経済産業局管内

　地域イノベーション創出研究開発事業（地域資源活用型）　採択プロジェクト（４件）



【別添２】 

平成２２年度 地域イノベーション創出研究開発事業 

 

 

１．事業の概要 

本事業は、地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活性化を図るため、産学官の研究開発リソース

の最適な組み合わせからなる研究体を組織し、新製品開発を目指す実用化技術の研究開発を実施する。 

 

２． 委託の対象となる要件 

・地域の試験研究機関（大学、公的研究機関等）と民間企業等が研究体を構成すること。  

・原則として複数の民間企業（中小企業の場合は1社でも可）を含む研究体であること。  

・提案は管理法人が行うこと。  

 

 

 

 

３．研究開発プロジェクトの募集区分 

（１）一般型  

新製品等の開発を目指す実用化技術の研究開発であって、新たな需要を開拓し、地域の新産業・新事

業の創出に貢献するとともに、全国的に広く波及効果が期待され、広域的なイノベーションを起こす可

能性のある研究開発。  

  

 



【別添２】 

（２）地域資源活用型  

地域に根ざす技術等（地域資源）を活用した新製品等の開発を目指す実用化技術の研究開発であって、

新たな需要を開拓し、地域の新産業・新事業の創出に貢献するとともに、都道府県域を超えてイノベー

ションを起こす可能性のある研究開発。  

※農林水産物の栽培方法等のみに係る開発、ヒトクローンに関する研究開発、臨床試験（前臨床試験

を除く）を伴う研究開発、原子力に関する研究開発等は対象となりません。 

 

４． 契約形態、研究開発期間、委託金額等 

（１） 契約形態 

委託契約 

（２） 研究開発期間 

２年以内（平成２４年３月末まで） 

（３） １件当たりの委託金額 

・一般型  

１年目：３千万円超～１億円以内  

２年目：５千万円以内  

・地域資源活用型  

１年目：５百万円超～３千万円以内  

２年目：２千万円以内  

 

 


